


















　　In the law concerning the securing of opportunities for education equivalent to ordinary education 
at the stage of compulsory education (Educational opportunity securing law), established in Heisei 28, 
there was fluctuation of conservatism / liberalism during the deliberation process. In this article, we 
see a situation where the obviousness of “going to school” behind that fluctuation is questioned, and the 
roles that educational administration should fulfill in that situation are considered from the perspective 
of justice. In addition, I revealed the approach taken by this research as a step to clarify the actual 





School refusal and governance










































































表 1 不登校児童生徒を支援する施策の変遷 
昭和 63年 いじめ、登校拒否問題の深刻な中学校に教員の加配措置を講ずる 




平成 2年 学校不適応対策調査研究協力者会議「登校拒否問題について」中間まとめを公表 
平成 2年 登校拒否児の適応指導教室事業を開始 













平成 5年 3月 19日 文部省通知「登校拒否児童生徒が学校外の公的機関等に通所する場合の通学定期乗車券
制度の適用について」 
平成 8年 7月 中央教育審議会第一次答申「21世紀を展望した我が国の教育の在り方について」 
〇いじめ・登校拒否の問題の背景及び家庭・学校・地域社会の役割と連携について提言 
平成 7年 4月 
～平成 13年 3月 
スクールカウンセラー活用調査研究事業 
平成 9年 3月 学校教育法施行規則一部改正 
〇中学校卒業程度認定試験における受験資格の拡大 






平成 12年 4月 生徒指導総合連携推進事業開始 
〇不登校児童生徒に対する有効な指導の在り方についての調査研究及びその成果を踏ま
えた実践的な取組 など 
平成 13年 4月～ スクールカウンセラー活用事業補助 
平成 13年 9月 12日 文部科学省報告「不登校に関する実態調査」（平成五年度不登校生徒追跡調査報告書） 
平成 14年 9月 不登校問題に関する調査研究協力者会議 発足 
平成 15年 3月 不登校問題に関する調査研究協力者会議 報告 
「今後の不登校への対応の在り方について」 












平成 15年 7月 22日 文部科学省通知「児童生徒の問題行動等への対応の在り方に関する点検について」 
平成 17年 7月 6日 文部科学省通知「学校教育法施行規則の一部改正について」 
〇構造改革特区における特例措置「不登校児童生徒等を対象とした学校設置に係る教育
課程弾力化事業」を学校教育法施行規則の一部改正により全国化 




平成 17年 10月 26日 中央教育審議会答申｢新しい時代の義務教育を創造する｣ 
｢フリースクールなど学校外の教育施設での学修を就学義務の履行とみなすことのできる
仕組み等について検討することも求められる｣ 
平成 21年 3月 12日 文部科学省通知「高等学校における不登校生徒が学校外の公的機関や民間施設において
相談・指導を受けている場合の対応について」 
〇指導要録上の出世扱い、通学定期乗車券制度（学割）の適用 





平成 26年 7月 9日 文部科学省報告「不登校に関する実態調査」平成十八年度不登校生徒追跡調査報告書 
平成 27年 1月 27日 
～平成 29年 3月 31 日 
不登校に関する調査研究協力者会議 発足 
平成 27年 1月 27日 
～平成 29年 3月 31 日 
フリースクール等に関する検討会議 発足 
平成 27年 8月 26日 文部科学省調査「教育支援センター（適応指導教室）に関する実態調査」結果 
平成 27年 9月 7日 不登校に関する調査研究協力者会議「不登校児童生徒への支援に関する中間報告」 
平成 28年 5月 10日 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案」 
次期国会での継続審議に（2016年 5月 18日） 
平成 28年 5月 20日 教育再生実行会議提言「全ての子供たちの能力を伸ばし可能性を開花させる教育へ（第
九次提言）」 
〇教育支援センターの整備や多様な場での学びの支援 
平成 28年 6月 10日 文部科学省調査「フリースクール等との連携に関する実態調査について」 
平成 28年 7月 29日 不登校に関する調査研究協力者会議 
「不登校児童生徒への支援に関する最終報告～一人一人の多様な課題に対応した切れ目
のない組織的な支援の推進～」 






平成 28年 12月 7日 「義務教育の段階における普通教育の確保に関する法律」公布（成立は 12月 7日） 
夜間中学に関する部分は即日施行、それ以外は２か月後に施行 
平成 28年 12月 22日 文部科学省通知「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関
する法律の公布について」 
平成 29年 2月 13日 フリースクール等に関する検討会議 報告 
「不登校児童生徒による学校以外の場での学習等に対する支援の充実～個々の児童生徒
の状況に応じた環境づくり～」 
平成 29年 3月 28日 文部科学省通知「不登校児童生徒による学校以外の場での学習等に対する支援の充実に
ついて」 
平成 29年 3月 31日 文部科学省 
「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本指針 」 
（参考）江澤和雄「不登校の問題から見た義務教育の当面する課題」『レファレンス』No.666、2006年；第 33回教育
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